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本研究は 8つの章で構成される。第 1章のはじめ

にでは、本研究の問題意識及び研究目的、研究方法、

研究の構成を述べる。第 2章では、中国地域開発政

策の変遷及び課題を分析する。本章は本論文全体の

目的と構成に関する導入としての役割を果たす。こ

こでは、時系列の視点から中国の地域開発政策の変

遷経緯を概観し、各時期の特徴と課題を整理し、中

国の地域開発政策の全体像を明らかにする。 

第 3章では、京津冀の地域振興政策の効果と影響

を分析する。政策経緯を整理した上、経済格差と産

業構造の面からその効果を検討する。さらに、地域

振興政策の最も重要な手段として、産業移転促進策

の影響を分析する。産業移転の特徴として北京市か

ら河北省へ移転した企業は、付加価値の低い産業が

多いことや、産業移転した結果、河北省では移転し

てきた重工業を維持するためにエネルギーの消費が

年々増加していることを明らかにする。将来京津冀

地域全体の経済均衡発展と環境保全を両立させるた

めには、先進地域京・津が発展途上にある河北省へ

産業移転しながら、エネルギー消費も削減する必要

があることを議論する。 

第 4 章では京津冀地域の大気汚染問題に絞って、

その空間分布を明らかにする。近年、中国の PM2.5

問題への関心の高まり、大気汚染物質の排出量を削

減するための取組が広く行われている。本章では、

京津冀地域の大気汚染による環境不平等の度合にど

のくらい差があるか、さらに不平等の地域的分布は

どのようであるかという問題について分析する。そ

の結果、人口総数、工業生産額、土地面積及びGDP

に基づいてジニ係数値はすべて 0.4 の警戒線を超え、

大気汚染の環境不平等の程度が非常に深刻であるこ

とを指摘する。PM2.5濃度の削減目標を達成するの

は重要な政策課題であるが、その過程においては、

状況の異なる都市ごとの「環境格差・不平等」の問

題を考慮する必要がある。 

第 5章では、京津冀地域の環境不平等とその要因

について議論する。本章では京津冀地域には環境不

平等が存在し、不平等の程度は深刻であるという仮

説を立てて、これを検証する。ここでは環境不平等

が存在することを明らかにするため、中国の典型的

な環境汚染物質「工業三廃」を取り上げる。さらに、

環境不平等の深刻さを裏づける根拠として、環境ジ

ニ係数を測定する。また、その原因を明らかにする

ため、環境投資額と環境行政・政策の面から議論す

る。本章で測定した環境ジニ係数の結果は、2014

年の廃水は 0.38であったが、廃気と廃棄物はすべて

警戒ライン(0.4)を超えることを明らかにする。また

環境投資額の格差と環境行政の違いは環境不平等の

要因であることをも議論する。 

第 6章では京津冀地域の収入格差と環境の質の関

係を議論する。近年、環境経済学の分野における「環

境クズネッツ曲線」をベースとして収入格差が環境

に与える影響に関する研究においては、EKCの補正

と延長に重点を置いている。このような研究トレン

トを背景として、収入格差と環境の質の間にはどの

ような関係があるのかという問題意識をもって分析

する。その結果、「工業三廃」の環境クズネッツ曲線

は大体「逆U字型」になっているが、完全な「逆U

字型」の形を描いておらず、いまだ途中の段階にあ

ることを明らかにする。一方、収入格差と環境の質

の関係を実証分析した結果、2005年以前の収入格差

と汚染物質による影響はマイナス関係があるものの、

有意性が認められない。しかし、2005年以降の収入

格差と汚染物質による影響は、拡大しており、統計

的にも有意である。この結果、同地域の持続可能な 
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発展を実現するためには、産業を移転する際に、北

京市、天津市から河北省へ資金援助をして、産業汚

染を抑えることが最も有効的な対策であることを提

案する。 

第 7章では京津冀地域の経済格差と大気汚染格差

の相関分析を検証する。本章では経済格差と大気汚

染格差は負の相関関係であるという仮説を立て、こ

の仮説を検証するため、多項目の方法(変動係数、ジ

ニ係数、タイル指数)を使用し両者の相関関係を分析

する。その結果、2004年から 2014年の間の経済格

差と大気汚染格差の間に有意な負の相関関係がある

ことを議論する。その原因としては、経済成長と環

境汚染の間にトレード・オップ（trade-off）関係が

存在していることを議論する。2004年の「廊坊共識」

と、2013 年の「6643 プロジェクト」は最も良い例

である。 

最後の第 8章は本研究のまとめと課題である。本

研究では、新たな発見を提示したが、同時にいくつ

かの課題も残すこととなった。課題としては、まず、

本研究は京津冀地域の経済発展と環境不平等問題に

限定したことにより、他省の国境地域に位置してい

る地域との比較や対策を分析することはできなかっ

た。さらに、中国の「環境不平等」や「環境正義」

を社会経済的側面から研究する枠組みがまだ確立さ

れていないため、１次データの蓄積が十分でない実

情もある。将来、地域の住民に対して、アンケート

調査等による分析が必要であろう。これら課題はこ

れからの研究に期したい。 


